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第１章 総   則 
 

第１節 目  的 

 

（目的） 

この計画は、水防法（昭和 24 年法律第 193 号。以下「法」という。）第 33 条の規定に基

づき、本市の水防事務を円滑に推進するため必要な事項を規定し、河川の増水、その他によ

る水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害を軽減することを目的とする。 
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第２節 水防責任の大綱 

 

（水防の責任） 

法に定める水防に関係ある機関及び住民等の水防上の責任の大綱は、「砂川市地域防災計画」

（第１章 第６節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱）の定めるところによ

るものの他、次のとおりとする。 
 

１ 砂川市 

法第３条の規定に基づき、砂川市は水防管理団体として砂川市区域内における水防を十

分果たすべき責任を有する。 

２ 札幌開発建設部 

（１）洪水等による危険が切迫した場合において、水災を防御し、又はこれによる被害を

軽減する措置を取ること。 

（２）国の所管する雨量水位観測所において、観測した雨量・水位を必要に応じ水防管理

者に通知すること。 

（３）水防警報の発表、伝達に関すること。 

（４）法第 13条の２の規定により、洪水予報を伝達する。 

３ 空知総合振興局 

（１）空知総合振興局は、水防管理団体が行う水防が十分に効果を発揮するよう指導に努

めること。 

（２）空知総合振興局長は、次に掲げる通知を受けたときは、直ちに関係水防管理者等に

受けた内容を通知すること。 

ア 札幌管区気象台が気象の条件により、洪水等のおそれがあると認め発表する通知

を受けた場合 

イ 法第 10 条第２項の規定により、北海道開発局長が札幌管区気象台長と共同して

発表する、洪水予報の通知を受けた場合 

ウ 法第 16 条の規定により、指定した河川につき北海道開発局長、又は北海道知事

が発表する水防警報を受けた場合 

４ 札幌建設管理部 

（１）洪水等による危険が切迫した場合において、水災を防御し、又はこれによる被害を

軽減する措置を取ること。 

（２）道の所管する雨量水位観測所において、観測した雨量・水位を必要に応じ水防管理

者に通知すること。 

５ 居住者等の義務 

法第 24 条の規定に基づき、砂川市の区域内に居住する者、及び水防の現場にある者は、

水防管理者又は消防長から水防に従事することを要請されたときは、これに従うものとする。 
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第２章 水防組織と機構 
 

第１節 水防管理団体の組織と機構 

 

（市の組織） 

 

１ 市は、砂川市災害対策本部条例（昭和 37年条例第 21号）及び砂川市災害対策本部に関

する規程（昭和 37 年訓令第４号）の定めるところに準じ、別に定める組織により水防事務

を処理するものとする。 

 なお、市に災害対策本部が設置されたときは、災害対策本部でその事務を処理するものと

し、水防事務の総括は総務部（市長公室課）で行うものとする。 

 （資料編 ２－１ 砂川市水防本部組織図） 
 

（砂川市防災会議） 

２ 市は、法第 33 条第２項の規定に基づき、水防計画その他水防に関する重要事項を調査

審議させるため、砂川市防災会議を置く。 
 

（水防本部各部の所掌事務） 

３ 水防本部各部の所掌事務は、資料編のとおりとする。 

（資料編 ２－２ 砂川市水防本部事務分掌） 
 

（消防機関の組織） 

４ 市消防機関の組織は、資料編のとおりとする。 

（資料編 ２－３ 砂川地区広域消防組合組織図） 
 

（消防機関の水防分担区域） 

５ 消防機関の水防分担区域及び配置人員は、次に定めるとおりとする。 
 

        区 域 

区 分 
管轄区域 配置人員 

消防本部・消防署 砂川市全域 ４１人 

砂川消防団 〃 ５３人 
 

（水防協力団体） 

６ 市は、民間事業所や住民組織等を水防協力団体として指定する等、多様な主体の参画に

より、水防体制の一層の充実を図ることとする。 
 



第２章 水防組織と機構（水防） 

－4－ 

 

第２節 隣接市町水防管理団体、警察官及び自衛隊との協力応援 

 

（隣接市町水防管理団体との協力応援） 

１ 法第 23条の規定に基づく隣接市町水防管理団体との協力応援系統は、次のとおりとする。 
 

市町水防管理団体 
市役所 
町役場 

消防機関 

赤平市水防管理団体 32-2111 32-3181 

歌志内市水防管理団体 42-3211 42-3255 

滝川市水防管理団体 23-1234 23-0119 

奈井江町水防管理団体 65-2111 
注１ 65-2259 

浦臼町水防管理団体 68-2111 

上砂川町水防管理団体 62-2011 注１ 62-2021 

新十津川町水防管理団体 76-2131 注２ 76-2619 

注-1 砂川地区広域消防組合(砂川市所在) 

注-2 滝川地区広域消防事務組合(滝川市所在) 
 

（警察官との協力応援） 

２ 警察官との協力応援は、「砂川市地域防災計画」（第５章 第１２節 災害警備計画)の定

めるところによるものの他、水防管理者及び消防長が協力応援を求めるときの、法に規定

されている事項は、次のとおりである。 

（１）警察通信施設の使用    法第 27 条第２項 

（２）警戒区域の設置      法第 21 条第２項 

（３）警察官の出動       法第 22 条 

（４）避難、立退きの通知    法第 29 条 
 

（自衛隊の派遣要請） 

３ 自衛隊の派遣要請は、「砂川市地域防災計画」（第５章 第６節 自衛隊派遣要請及び派遣

活動計画）に基づき、知事（空知総合振興局）に対して派遣要請を要求するものとする。 
 

（国土交通省北海道開発局長(河川管理者)による市（水防管理団体）が行う水防活動への協

力事項） 

４ 国土交通省北海道開発局長（河川管理者）は、市（水防管理団体）が行う水防のための

活動に必要な次の事項について自らの業務等に照らし可能な範囲で協力を行う。 

（１）市に対して、河川に関する情報（石狩川及び空知川の水位、河川管理施設の操作状

況に関する情報、CCTV の映像、ヘリ巡視の画像）の提供 

（２）重要水防箇所の合同点検の実施 

（３）市が行う水防訓練及び水防技術講習会への参加 

（４）市及び水防協力団体の備蓄資器材で不足するような緊急事態に際して、応急復旧資

器材又は備蓄資器材の提供 

（５）洪水等により、甚大な災害が発生した場合、又は発生のおそれがある場合に、市と

砂 川 市 
水防管理団体 

市役所 54-2121 

消防本部 54-2196 
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国土交通省北海道開発局長(河川管理者)間の水防活動に関する情報の共有を行うため

の市への職員の派遣（リエゾンの派遣） 
 

（国の水防活動（特定緊急水防活動）） 

５ 国土交通大臣は、洪水等により著しく激甚な災害が発生した場合において、水防上緊急

を要すると認めるときは、次に掲げる水防活動を行うことができる。 

（１）当該災害の発生に伴い侵入した水の排除 

（２）高度の機械力又は専門的知識及び技術を要する水防活動として政令で定めるもの 
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第３章 水防危険区域及び水防施設 
 

第１節 水防危険区域の指定 

 

（水防危険区域等の指定） 

市内河川等で、水防区域及び浸水想定区域は、資料編のとおりとする。 

（資料編 ３－１ 重要水防箇所・洪水ハザードマップ） 
 
 
 

第２節 水防施設 

 

市は、迅速かつ的確な水防活動を行うため、相当の雨量があると認めたときは、水位観測

所及び雨量観測所の観測担当者と連絡をとり、その状況を把握しておく。 

 

（水位観測） 

１ 北海道開発局の所管する水位観測所は、次のとおりである。 
 

観 測 

所 名 
水系名 河川名 位    置 

水 防 団 

待機水位 

氾  濫 

注意水位 

避  難 

判断水位 

氾  濫 

危険水位 

奈井江 

大 橋 
石狩川 石狩川 

樺戸郡浦臼町字 

黄臼内 197 番地 

59 地先 

ｍ 

14.00 

ｍ 

15.80 

ｍ 

19.70 

ｍ 

20.00 

砂川橋 〃 〃 
砂川市西３条北

８丁目 

ｍ 

18.30 

ｍ 

20.30 

  

橋本町 〃 〃 
樺戸郡新十津川

町字中央 89番地 

ｍ 

23.20 

ｍ 

24.60 

ｍ 

26.50 

ｍ 

27.00 

空 知 

大 橋 
〃 空知川 

滝 川 市 空 知 町  

３丁目１地先 

ｍ 

24.90 

ｍ 

26.50 

  

赤 平 〃 空知川 
赤平市東文京町

１丁目１番地先 

ｍ 

43.60 

ｍ 

44.90 

ｍ 

47.70 

ｍ 

48.30 

 

２ 北海道（空知総合振興局 札幌建設管理部）の所管する水位観測所は、次のとおりである。 
 

観 測 

所 名 
水系名 河川名 位    置 

水 防 団 

待機水位 

氾  濫 

注意水位 

避  難 

判断水位 

氾  濫 

危険水位 

下吉野橋 石狩川 
パンケ 

歌志内川 

砂川市三砂町７

番地先河川敷 

ｍ 

24.08 

ｍ 

24.66 

ｍ 

25.04 

ｍ 

25.31 

奈江 

豊平川 
〃 

奈江 

豊平川 

砂川市豊沼町 20

番１地先河川敷 

ｍ 

22.71 

ｍ 

23.44 

ｍ 

23.65 

ｍ 

24.26 
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ペンケ 

焼山第３ 
〃 

ペンケ 

歌志内川 
砂川市焼山 

ｍ 

24.65 

ｍ 

25.07 

ｍ 

26.26 

ｍ 

26.56 

（雨量観測） 

３ 北海道開発局の所管する雨量観測所（砂川市関係分）は、次のとおりである。 
 

所 轄 
区 分 

観 測 
所 名 

河川名 位        置 
通 報 先 
（ 照 会 先 ） 

開発局 奈井江大橋 石狩川 
樺戸郡浦臼町字 黄臼内 197 番

地 59 地先 

札幌開発建設部 

滝川河川事務所 

TEL：76-2211 

〃 橋 本 町 〃 樺戸郡新十津川町字中央89番地 〃 

 
 

（水防資器材の備蓄と調達） 

４ 水防作業の実施に伴う水防資器材の備蓄は、資料編のとおりである。 

 なお、消耗資材については市が保有するもののほか、水防協力団体と連携して、計画的

に水防用資器材の整備を図ることとし、常に一定資材を準備しておくほか、事前に資材業

者と協議し、緊急時に調達する数量等を確認し、災害に備えることとする。 

（資料編 ３－２ 主要備蓄資材一覧表） 

（水防用土砂採取場） 

５ 水防管理者は、有事に備え土砂採取場を調査し又は土砂を堆積しておくものとする。 

 なお、土砂採取場及び堆積量は次のとおりである。 

（１）土砂採取場 

ア 住 所 砂川市焼山 276－１地先 

イ 面 積 37,000 平方㍍ 

ウ 堆積量   100,000 立方㍍ 
 

（内水排除機等の操作） 

６ 内水排除機及び揚排水機、樋門樋管、導水路等の管理者（以下「施設管理者」という。）

は、平常時から管理に万全を期し、有事に際してはその機能が十分発揮できるよう努める

ものとする。 

（１）施設管理者は、気象等の状況の通報があった後は、水位の変動を監視し、必要に応

じて適正な操作を行うものとする。 

（２）施設管理者は、あらかじめ施設操作要領を作成し、操作員に周知徹底を図り、各施

設の操作について支障のないようにするものとする。 

（３）操作要領には次のことを定め、水防管理者に提出するものとする。 

ア 目的 

イ 点検整備要領 

ウ 操作の時期及び通報 

エ 操作に関する記録及び報告 

オ その他
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第４章 通信連絡 
 

第１節 予報及び警報等の通信連絡 

 

（水防活動用予報及び警報等） 

１ 水防管理者又は水防に関係ある機関は、常に気象の状況に注意するとともに、札幌管区

気象台及び北海道開発局、北海道知事から発表される次の水防活動用の各種予報及び警報

の処理に遺漏のないようにしなければならない。 

 なお、河川における洪水予報は、避難のための立退きの勧告又は指示の判断に資するた

め、水防管理者に加え、関係するすべての市町村長に通知される。 
 

  水防活動用予報、警報並びに情報等の種類 

区   分 種   類 発 表 機 関 適       用  

気象予報（注意報を含

む）、警報並びに情報 

・法第 10 条第 1 項 

（気象業務法） 

・第 14条の 2第１項 

大雨特別警報 

大 雨 注 意 報 

大 雨 警 報 

洪 水 注 意 報 

洪 水 警 報 

札幌管区気象台 

水防活動用として特に発

表されるものではなく、一般

向け注意報及び警報を含め

て発表 

洪 水 予 報 

・法第 10 条第 2 項 

（気象業務法） 

・14 条の 2 第 2 項 

 

氾濫注意情報 

氾濫警戒情報 

氾濫危険情報 

氾濫発生情報 

札幌開発建設部 

札幌管区気象台 

共 同 

指定河川について、水位

又は流量を示して行う予

報 

水 防 警 報 

・法第 16 条第 1 項 
待機・準備・出動・

指示・解除 

札幌開発建設部 

北 海 道 

指定河川地域の水防管

理団体に水防活動を行う

必要があることを警告し

て発表 

(注) 水防活動用予報、警報並びに情報等は、水防活動用として特に発表されるものでなく、一

般向け注意報及び警報等に含めて発表されるものである。 

したがって、氾濫注意情報が発表されたときは、直ちに水防活動用注意報が発表されたこ

とになる。 
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（水防活動用気象警報及び気象注意報） 

２ 水防活動の利用に適合する気象警報及び気象注意報は、次の表の左欄に掲げる種類毎に、

同表の右欄に掲げる特別警報・警報・注意報により代行される。 
 

水防活動の利用に適合
する注意報・警報 

一般の利用に適合
する注意報・警報 

発表基準 

水防活動用気象警報 
大雨警報又は 

大雨特別警報 
大雨による重大な災害が発生するおそれがある
（又は著しく大きい）と予想したとき 

水防活動用気象注意報 大雨注意報 
大雨による災害が発生するおそれがあると予想
したとき 

水防活動用洪水警報 洪水警報 
大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、重大
な災害が発生するおそれがあると予想したとき 

水防活動用洪水注意報 洪水注意報 
大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、災害が
発生するおそれがあると予想したとき 

 
 

（水防活動用予報（注意報を含む）、警報並びに情報等の伝達） 

３ 水防管理者は、水防活動用予報（注意報を含む）、警報並びに情報等又は、洪水予報及

び水防警報の通知を受けたときは、次表により伝達を行うものとする。 
 

（１）水防活動用予報（注意報を含む）、警報並びに情報等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 水防本部設置後の水防活動用予報（注意報を含む）、警報並びに情報等、洪水予報、

水防警報、ダム情報の通報及び決壊通報の受理及び伝達は、総務部が所掌する。 
 

※ 

札幌管区気象台 

消 防 庁 

北 海 道 開 発 局 
札幌開発建設部 

ＮＨＫ放送局 

北 海 道 警 察 

砂 川 市 

水 防 管 理 者 

（市長公室課） 

砂川地区広域消防 
組 合 消 防 本 部 

水防関係団体 

住 民 

 

は電波による伝達を示す 

は警報発表時のみ 

砂 川 遊 水 地 
管 理 棟 

※ 

（災害対策本部設置時） 

空知総合振興局
地域政策課 

（対策通報） 

北 海 道 

報 道 機 関 

NTT 東日本 
仙台センター 
NTT 西日本 
福岡センター 
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（２）洪水予報 

ア 北海道開発局と札幌管区気象台が共同で発表した場合 

（法第 10条第 2項、気象業務法第 14条の 2第 2項） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）水防警報 

 水防警報―法に基づき、国土交通大臣が指定する河川において洪水による災害の発

生が予想される場合、国土交通大臣が指定する河川については開発局長が、知事の指

定する河川については、知事が水防を必要と認め警告するもの。 
 

ア 北海道開発局が発表した場合 

※ 水防警報指定河川（砂川市関係）―石狩川、空知川 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

札幌開発建設部 

札幌管区気象台 

 

北海道開発局 
（河川管理課） 

札幌開発建設部 

北 海 道 

空知総合振興局 
（地域政策課） 

砂 川 市 

水 防 管 理 者 

（市長公室課） 

 

砂川地区広域消防 
組合消防本部 

自 衛 隊 

空知総合振興局 
札幌建設管理部 

北 海 道 警 察 

水防関係団体 

札幌管区気象台 札幌建設管理部 
滝 川 出 張 所 

※ 

ＮＨＫ放送局 

北 海 道 警 察 

砂 川 市 

水 防 管 理 者 

（市長公室課） 

砂川地区広域消防 
組 合 消 防 本 部 

水防関係団体 

住 民 

 

は電波による伝達を示す 

は警報発表時のみ ※ 

（災害対策本部設置時） 

北海道電力（株） 

NTT 東日本 
仙台センター 
NTT 西日本 
福岡センター 

報 道 機 関 

消 防 庁 

空知総合振興局
地域政策課 

（対策通報） 

北 海 道 
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イ 北海道が発表した場合（知事が行う水防警報） 

※ 水防警報指定河川（砂川市関係）－パンケ歌志内川、奈江豊平川、ペンケ歌

志内川 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）水位情報、洪水予報、水防警報の発表基準等 

区 分 種   類 発   表   基   準 

水位情報 

氾濫危険水位 

洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫のお

それがある水位。避難勧告等の発令判断の目安、住民の

避難判断の参考となる水位をいう。 

避難判断水位 
洪水による災害の発生を特に警戒すべき水位。避難準

備・高齢者等避難開始の発令判断の目安となる水位 

氾濫注意水位 
洪水による災害の発生を警戒すべき水位。なお、水防機関

の出動の目安となる水位 

水防団待機水位 各水防機関が水防体制に入る水位 

洪水予報 

氾濫発生情報 氾濫が発生したとき 

氾濫危険情報 基準地点の水位が氾濫危険水位に達したとき 

氾濫警戒情報 基準地点の水位が避難判断水位に達したとき 

氾濫注意情報 基準地点の水位が氾濫注意水位に達したとき 

 
 

※ 洪水予報の危険レベルと水位情報等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 氾濫注意水位  

（水防団が出動する目安

になる水位） 

氾濫危険水位  

（ただちに避難を完了する

水位） 

  氾濫発生   

 水防団待機水位  

レベル 5 

レベル 4 

レベル 3 

レベル 2 

レベル 1 

 避難判断水位  

空知総合振興局 
札幌建設管理部 

 

北 海 道 

（危機対策課） 

空知総合振興局 

（地域政策課） 

札幌管区気象台 

北 海 道 警 察 

自 衛 隊 

砂 川 市 

水 防 管 理 者 

（市長公室課） 

 

砂川地区広域消防 
組合消防本部 

水防関係団体 

空知総合振興局 
札幌建設管理部 
滝 川 出 張 所  

札幌開発建設部 

北 海道 開発 局 



第４章 通信連絡（水防） 

－12－ 

 
 

危険レベル  洪水予報  水位情報  対 応 の 目 安  

レベル５  氾濫発生情報 （氾濫発生） ・住民避難完了  

レベル４  氾濫危険情報 
氾濫危険水位 

（特別警戒水位） 

・市は避難勧告等の発令を判断  

（発令時期・避難所の確認）  

・住民は避難を判断  

（避難の準備・避難所の確認）  

レベル３  氾濫警戒情報 避難判断水位 

・市は避難準備・高齢者等避難開始の

発令の判断  

・住民は氾濫に関する情報に注意  

・要配慮者等、特に避難行動に時間を

要する者は、避難を開始する水位  

レベル２  氾濫注意情報 
氾濫注意水位 

（ 警 戒 水 位 ） 
・水防団出動  

レベル１  （ 発 表 な し ） 水防団待機水位 ・水防団待機  

 
 
 
 

区分 種 類 内    容 発表基準 

水

防

警

報 

待 機 

不意の出水あるいは水位の再上昇等が予想

される場合に状況に応じて直ちに水防機関が

出動できるように待機する必要がある旨を警

告するもの。 

水防機関の出動期間が長引くような場合

に、出動人員を減らしてもさしつかえないが、

水防活動をやめることはできない旨を警告す

るもの。 

 気象予報、警報等及び河川状

況により、特に必要と認めると

き。 

準 備 

水防に関する情報連絡、水防資器材の整備、

水門機能等の点検、通信及び輸送の確保等に

努めるとともに、水防機関に出動の準備をさ

せる必要がある旨を警告するもの。 

 雨量、水位、流量その他の河

川状況により必要と認めると

き。 

出 動 
水防機関が出動する必要がある旨を警告す

るもの。 

氾濫注意情報等により、氾濫

注意水位を超えるおそれがあ

るとき、又は水位、流量等その

他の河川状況により必要と認

めるとき。 

指 示 

水位、滞水時間その他水防活動上必要な状

況を明示するとともに越水、漏水、堤防斜面

の崩れ、亀裂、その他河川状況より警戒を必

要とする事項を指摘して警告するもの。 

氾濫警戒情報等により、又は

既に氾濫注意水位を超え災害

のおそれがあるとき。 
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解 除 

水防活動を必要とする出水状況が解消した

旨、及び当該基準水位観測所名による一連の

水防警報を解除する旨を通告するもの。 

氾濫注意情報以下に降下し

たとき又は氾濫注意水位以上

であっても水防活動を必要と

する河川状況が解消したと認

めるとき。 

 

（通報系統） 

４ 雨量水位観測及びダム情報通報系統は、次のとおりとする。 
 

（１）雨量水位観測通報系統図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）ダム情報系統図 

 
 
 
 
 
 

芦別ダム北海道

電力（株） 

芦別電力所 

砂 川 市 

水 防 管 理 者 

（市長公室課） 

（総務課） 

砂川地区広域消防 
組合消防本部 

国雨量水位観測所 
（開発局所管） 

道雨量水位 
観測所 

（ 道 所 管 ） 

札幌開発建設部 
滝川河川事務所 

札幌建設管理部 
滝 川 出 張 所 

砂 川 市 

水 防 管 理 者 

（市長公室課） 

砂川地区広域消防 
組合消防本部 

空知総合振興局 
札幌建設管理部 
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第２節 市の通信連絡 

 

（市の通信連絡） 

市の通信連絡は、東日本電信電話（株）通信施設によるが、同施設が使用不能の場合は北

海道総合行政情報ネットワークによるＩＰ専用電話、衛星専用電話、ファックス及び携帯電

話等の副通信施設を用いて行うものとする。 

なお、市から水防関係機関への連絡先、情報責任者は、資料編のとおりとする。 

（資料編 ４－１ 水防関係機関の情報責任者一覧表） 
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第３節 水防信号 

 

（水防信号の指定） 

法第 20条の規定により、知事の定める水防信号は次のとおりとする。 

 

方法 

区分 
警 鐘 信 号 サ イ レ ン 信 号 摘   要 

警戒信号 ○休止 ○休止 ○休止 

5 秒-15 秒  5 秒-15 秒  5 秒-15 秒 

○-休止   ○-休止   ○-休止 

氾濫注意水位（警戒

水位）に達したこと

を知らせる信号 

出  動 

第１信号 

○-○-○   ○-○-○ 

○-○-○ 

5 秒-6 秒   5 秒-6秒   5 秒-6 秒 

○-休止   ○-休止   ○-休止 

水防管理団体及び消

防関係に属する者全

員出動信号 

出  動 

第２信号 

○-○-○-○ ○-○-○-○ 

○-○-○-○ 

10 秒-5 秒  10 秒-5 秒  10 秒-5 秒 

○-休止   ○-休止   ○-休止 

市の区域内に居住す

る者の出動信号 

危険信号 

(避難、立退き) 
乱    打 

1 分 -5 秒   1 分-5 秒   1 分-5 秒 

○-休止   ○-休止   ○-休止 

必要と認める区域内

の居住者に避難のた

め立退くことを知ら

せる信号 

備 考 

（１）信号は、適宜の時間継続すること。 

（２）必要があれば、警鐘信号及びサイレン信号を併用することを妨げない。 

（３）危険が去ったときは、口頭伝達により周知させるものとする。 
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第５章 水防活動 

第１節 水防非常配備体制 

（市の配備体制） 

市は、法第 10 条又は、第 11 条による洪水予報及び法第 16 条に規定する水防警報を受け

たとき、又は洪水の危険が予想されるときから、その危険が解消されるまでの間は、次によ

る非常配備体制により水防事務を処理するものとする。 

なお、災害対策本部が設置されたときは、「砂川市地域防災計画」（第３章 第３節 本部

の配備体制）に基づく非常配備体制により、処理するものとする。 
 

（１）市の配備体制 

種別 配 備 体 制 配 備 時 期 配 備 要 員  

第
１
非
常
配
備 

特に関係のある部の少数人

員で、情報収集連絡活動が円

滑に行い得る体制をとる。 

第２非常配備に移行し得る

体制をとる。 

（１）気象業務法に基づく気象

情報又は警報が発表され、

災害の発生が予想されると

き。 

（２）その他特に市長が必要と

認めたとき。 

総務部長、審議監、市長公室課長、同

広報広聴係長、同防災対策係長、総務

課長、同庶務係長、政策調整課長、庁

舎建設推進課長その他総務部長の指定

する職員 

市民部長、市民生活課長、税務課長その

他市民部長の指定する職員 

保健福祉部長、社会福祉課長、介護福祉

課長その他保健福祉部長の指定する職員 

経済部長、農政課長その他経済部長の指

定する職員 

建設部長、技監、土木課長、建築住宅課

長その他建設部長の指定する職員 

教育次長、学務課長、社会教育課長、給

食センター所長その他教育次長の指定

する職員 

第
２
非
常
配
備 

 災害応急対策に関係ある総

務部、市民部、保健福祉部、

経済部、建設部、文教部、消

防機関それぞれの所要人員で

情報収集、連絡活動及び応急

措置を実施し、状況により第

３非常配備に直ちに移行し得

る体制をとる。 

（１）気象業務法に基づく気象

情報又は警報が発表され、

局地的な災害の発生が予想

される場合又は災害が発生

したとき。 

（２）その他特に市長が必要と

認めたとき。 

本部長以下副班長までの全職員 

市長公室課、総務課、政策調整課、庁

舎建設推進課、市民生活課、税務課、

社会福祉課、介護福祉課、農政課、土

木課、建築住宅課、学務課、社会教育

課、給食センター、議会事務局、監査

事務局の全員 

その他災害対策本部各部長の指定す

る職員 

 

第
３
非
常
配
備 

災害対策本部に関係ある職

員は、全員待機して防災事務

に従事する。 

（１）特別警報を受け、重大な

災害の危険性が著しく高ま

っているとき。 

（２）広域にわたる災害の発生

が予想される場合、又は被

害が特に甚大と予想される

場合、予想されない重大な

災害が発生したとき。 

（３）その他特に市長が必要と

認めたとき。 

災害対策本部全員 

備考 消防機関の非常配備基準については、砂川地区広域消防組合消防計画によるものとする。 



第５章 水防活動（水防） 

－17－ 

 

第２節 監視及び警戒 

 

（常時監視） 

１ 水防管理者は市職員及び消防職員により、常時水防区域内の堤防・樋門樋管・排水機場・

導集水路を監視させ、水防上危険であると認められる箇所を発見したときは、直ちに水防管

理者に報告し、水防管理者は当該河川・堤防等の管理者に連絡し、必要な措置を求めるもの

とする。 

 また、貯水池、その他これに準ずる施設の管理者は監視員を定め担当区域を監視させるも

のとする。 

河川等の巡視責任者は、次のとおりとする。 
 

河    川    等 巡視担当部署 巡視責任者 

石狩川・豊沼奈江川・奈江豊平川・パンケ歌志内川・

ペンケ歌志内川・ペンケスナ川・北光一の沢川・空知

川・南５号川・二又川・樋口川・二の沢川・北光川・

石山川・駄馬の沢川・富平川・ナエ川  

建設部 

消防署 

土木課長 

消防署長 

 
 

（非常監視及び警戒） 

２ 水防管理者は非常配備を指令したとき、又は水防上の必要があると認めるときは、市職員

及び消防機関の担当者に、その担当水防区域内の監視警戒を厳重にさせ、異状を発見したと

きは水防管理者に報告し、水防管理者は、直ちに河川管理者等に連絡するものとする。 

なお、堤防等の警戒巡視にあたり、特に監視を厳重にすべき事項は次のとおりとする。 

（１）居住地側の堤防斜面で漏水又は飽水による亀裂及び崖崩れ 

（２）川側の堤防斜面で水あたりの強い場所の亀裂及び崖崩れ 

（３）堤防の上端、上面の亀裂又は沈下 

（４）堤防の水があふれる状況 

（５）排・取水門の樋門の両袖又は底部より漏水と扉の締り具合 

（６）橋梁その他構造物と堤防の取付部分の異常 

（７）溜池等については（１）から（６）までのほか、次の事項について注意するものとする。 

ア 取付口の閉塞状況 

イ 流域の山崩れの状態 

ウ 流入水及び浮遊物の状況 

エ 余水吐及び放水路付近の状況 

オ 重ね池の場合の上部溜池の状況 

カ 樋管の漏水による亀裂及び崖崩れ 
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第３節 警戒区域の設定 

 

（警戒区域の設定） 

１ 法第 21条に基づき、消防機関に属する者は、水防上緊急の必要がある場所に警戒区域を設

定し、水防関係者以外の者に対して、その区域への立入を禁止し、若しくは制限し、又はそ

の区域から退去を命ずることができる。 

前項に定める場所において、消防機関に属する者がいないとき、又はこれらの者から要求

のあったときは、警察官は消防機関に属する者の職権を行うことができる。 

 

（警戒区域設定の報告） 

２ 消防機関に属する者又は警察官で、警戒区域を設定した者は、直ちに水防管理者、消防長

及び警察署長に報告するものとする。 
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第４節 水防標識及び身分証票 

 

（水防標識） 

１ 法第 18条の規定により水防のために出動する舟・車等に標識を掲示させる。 
 
 

（身分証明） 

２ 法第 49 条第１項に定める業務を行うための市の職員及び消防機関に属する者の身分証票

は次のとおりとする。 
 
 

表                  裏 

水防立入検査証 

 

所属 

職 

氏名 

 

 

 

      年 月 日 

 

水防管理者     印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 縦 ９㎝ 

 横 ６㎝ 

注   意 

 

１ 本書は、他人に貸与し若

しくは贈与し又は勝手に

訂正しないこと。 

２ 本書は、身分を失ったと

きは直ちに発行者に返還す

ること。 

３ 本書は、水防法第 49 条第

２項による立入票である。  
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第５節 水防作業及び工法 

 

（水防工法） 

水防作業を行うにあたっては、堤防の構造・流速・護岸の状態等を考慮し、最も有効適切

な工法で実施するものとする。 

水防区域における水防工法の種類は、資料編のとおりである。 

（資料編 ５－１ 水防工法） 
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第６節 避難及び立退き 

 

（避難及び立退きの指示） 

１ 水防管理者は、堤防が決壊した場合、又は破堤のおそれのある場合は、「砂川市地域防災計

画」（第５章 第４節 避難対策計画）の定めるところにより、直ちに必要と認める区域の居

住者に対し、立退き又はその準備を指示するものとする。 

なお、立退きを指示したときは、速やかに北海道知事（空知総合振興局長）及び砂川警察

署長に報告しなければならない。解除公示をした場合も同様とする。 

 

（警察官の避難の指示） 

２ 警察官は、水防管理者が避難のための立退きを指示することができないと認めるとき、又

は水防管理者から要求があったときは、必要と認める区域の居住者に対し避難の立退き又は

準備を指示することができるものとする。この場合において、直ちに、その旨を水防管理者

に通知するものとする。 

 

（避難場所の指定及び避難者の輸送） 

３ 避難場所の指定及び避難者の輸送は、「砂川市地域防災計画」（第５章 第４節 避難対策計

画及び第９節 輸送計画）の定めるところによるものとする。 

 

（避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保） 

４ 避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保については、「砂川市地域防災計画」（第

５章 第４節 避難対策計画）の定めるところによるものとする。 

 

（特に防災上の配慮を要する者が利用する施設への洪水予報等の伝達） 

５ 高齢者、障がい者、乳幼児等その他特に防災上の配慮を要する者が利用する施設（要配慮

者利用施設）で当該施設利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認め

られる施設の名称、所在地及び洪水予報等の伝達手段は資料編のとおりとする。 

（資料編 ５－２ 洪水時に情報伝達を行う災害時要援護者関連施設） 
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第７節 決壊・越水等の通報 

 

（決壊通報） 

１ 堤防等が決壊したとき、又は越水、溢水若しくは異常な漏水が発生したときは、水防管理

者及び消防長は直ちに次により通報するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 消防機関の長は、水防管理者が現場に所在せず、緊急に通

報する必要があると判断したときは、上記通報図に準じ、

通報を行うものとする。 
 

（決壊後の措置） 

２ 堤防その他の施設が決壊したときにおいても、水防管理者、消防機関の長及び消防団、水

防協力団体の代表者は、できる限り氾濫による被害が拡大しないよう努める。 
 
 
 
 
 

水 防 管 理 者 

消 防 長 

砂 川 警 察 署 長 

札幌開発建設部長 

札幌建設管理部長 

空知総合振興局長 

近 隣 市 町 長 

住 民 
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第８節 水防解除 

 

（水防解除） 

水防管理者は、水位が警戒水位以下に減じ、かつ危険がなくなったときは、水防の警戒体

制を解除し、これを一般に周知するものとする。 
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第６章 公用負担等 
 

（公用負担） 

１ 水防管理者又は消防機関の長が、水防のため緊急の必要があるときに法第 28条第１項の規

定により行使することができる公用負担に係る権限は、次のとおりとする。 

（１）土地の一時使用 

（２）土石、竹土、その他資材の使用又は収用 

（３）車その他の運搬具又は器具の使用 

（４）排水用機器の使用 

（５）工作物その他の障害物の処分 

 公用負担の権限を行使する者はその身分証明書を、また、これらの者の命を受けた者は、

次に定める委任を受けた証明書を携行し、関係者の請求があった場合は、これを提示するも

のとする。 
 

第  号 
      公 用 負 担 権 限 委 任 証 
 
  住 所 
  職 名 
  氏 名 

 上記の者に        区域にお

ける水防法第 28 条第１項の権限行使

について委任したことを証明する。 

           年  月  日 

  委任者 氏 名          印 

 

 

 

 

 

 

 

縦 ９㎝ 

横 ６㎝ 
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（公用負担命令書） 

２ 公用負担の権限を行使する者は、次に定める証票を２通作成して、その１通を目的物の所

有者、管理者又はこれに準ずる者に交付するものとする。 

 

 第  号 

          公 用 負 担 命 令 書                                 

                   住 所 

                   氏 名 

   水防法第 28 条第１項の規定により、次のとおり公用負担を命ずる。  

   １ 目的物 

   （１）所在地 

   （２）名 称 

   （３）種 類 

   （４）数 量 

   ２ 負担内容 

    （使用、収用、処分等について詳記すること） 

         年  月  日 

            命令者  職氏名           印 

 

 
 

（損失補償） 

３ 水防管理団体は、公用負担の権限を行使することにより損失を受けた者に対し、法第 28

条第２項の規定により損失を補償するものとする。 
 
 

（公務災害補償） 

４ 法第 24条の規定により水防に従事したことにより、死亡し、負傷し、若しくは病気にかか

り、又は障がいの状態となったときは、法第 45条の規定に基づき、「市町村消防団員等公務

災害補償条例」(昭和 32 年北海道市町村総合事務組合条例第１号)の定めるところにより補

償しなければならない。 
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第７章 水防報告 
 

（水防報告） 

１ 水防管理者は、次に定める事態が発生したときは、速やかに空知総合振興局長に報告する

とともに、空知総合振興局は当該水防管理者からの報告について、国(開発建設部)に報告す

るものとする。 

（１）消防機関を出動させたとき 

（２）他の水防管理団体に応援を要請したとき 

（３）その他必要と認める事態が発生したとき 

 

（水防活動実施報告） 

２ 水防管理者は、水防活動が終結したときは、速やかに記録を整理するとともに、次に定め

る様式による水防活動実施報告書を翌月５日までに空知総合振興局長に２部提出するもの

とする。 

（資料編７－１ 水防活動実施報告書） 
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第８章 水防訓練 
 

（水防訓練） 

水防管理者は、消防機関の職員及び団員に対し、随時水防工法についての技能を修得させ

るため、法第 32条の２に定めるところにより毎年１回以上水防訓練を実施するものとする。 
 


